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1．はじめに 

著者等はこれまで幾何学的非線形と接合部非線形剛性特性を考慮可能な半剛結鋼骨組の簡易横移動量算定

法 1)を提案し，種々の検討を行ってきた．しかしながら，それらの検討は骨組接合部に理想化した M−θr曲線

を適用した場合に対してのみ行われてきた．このような観点より，本研究では接合部データベースに収録さ

れている実験データ（M−θr曲線）を接合部に適用した場合における提案手法の妥当性について弾性二次解析

結果と比較する形で検討を行った． 

2．簡易横移動量算定法 

2．1．B2法 

 剛結接合骨組の簡易解析手法である B1 /B2法は，重ね合わせ

の原理を適用し骨組を横拘束骨組と横移動骨組に分解して幾

何学的非線形（P−δ 効果，P−∆効果）を考慮する手法である． 

図－１に横移動骨組において考慮される P−∆効果と B2係数の算定法の概

念図を示す．この手法は，1)骨組各層は独立した挙動を示す，2)P−∆効果

による付加モーメントは層毎に換算した擬似水平荷重によるモーメント

と等しいという２つの仮定に基づいている．これより，P−∆効果を考慮し

た横移動骨組の層間変形量∆IIは次式によって求められる． 
 
 
 

ここで，∆I は弾性一次解析による層間変形量，ΣH は各層の柱上端部に 

作用する水平荷重の総和，ΣP は各層の柱上端部に作用する鉛直荷重の総和，h は柱長である．上式より，P−∆

効果を考慮した層間変形量∆IIは弾性一次解析による層間変形量∆Iに B2 係数を乗じることによって算定可能

であることがわかる．一方，横拘束骨組において P−δ 効果を考慮する係数である B1係数は，風荷重等の横拘

束荷重を節点荷重に置換して載荷する場合には B1=1となることが明らかとなっている． 

 半剛結接合骨組の場合には重ね合わせの原理が適用できないため，B1 /B2 法の直接的な適用は不可能であ

る．このため，著者等は B1=1 であることを考慮し，設計的に安全側の評価が可能でかつ簡易であることから，

与えられた風荷重を伴う骨組に直接弾性一次解析を行い，この結果に B2係数を乗じることによって幾何学的

非線形を考慮する手法（B2法）を提案している． 

2．2．beam-line法 

 半剛結鋼骨組の接合部は一般に非線形な剛性特性を有している．実務設計においてこの非線形特性を考慮

した解析を行うことは現状では困難であるため，本研究では beam-line 法を用いて接合部の非線形剛性を線

形剛性に置換している．beam-line 法は両端半剛結接合の梁材に等分布荷重 wが作用したときの材端回転角θr

と材端モーメント Mの間に次式で示される線形関係が成立することを利用したものである． 

 

 

 図－２に上式による beam-line と非線形な M−θr曲線を示す．本研究ではこれらの交点 Aにおける曲線の接

線勾配を接線剛性 Rktとし，これを接合部線形剛性として用いている． 

 

図－１ P−∆効果 

図－２ M−θr曲線と beam-line 
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3．数値解析仮定 

 図－３に本解析で使用した一層一径間および二層一径間骨

組を示す．また，図中に載荷荷重を示している．各骨組の接

合部には接合部データベースに収録されている 396 個の実験

データ（M−θr曲線）を適用している．なお，実験データは離

散量であるため，修正 exponential モデルを用いて連続量に置

換している．図－４に解析に用いた M−θr曲線の一例を示す． 

4．数値解析結果および考察 

 本算定手法の妥当性は次式で表される無次元横移動量 d*を用いて

検討している． 

 
 
すなわち，d*が 1.0 近傍であれば本算定手法は適切な値を示し，1.0

を上回れば安全側の値を，下回れば危険側の値を示すことを意味す

る．なお，本研究では接合部データの特性等により，接線剛性 Rkt

が負の値を取る場合および非現実的な移動量が生じる場合につい

ては考察の対象から除外している．また，解析結果は最も横移動量

が大きい風上側節点に着目して整理している． 

 図－５に解析結果を示す．図は横軸に接線剛性 Rktの常用対数を，

縦軸に d*を取っている．また，図中右下に平均値µ ，標準偏差σ を，

右上に 1.19.0 * ≤≤ d および 2.1* ≥d となるデータ数を示している． 

 まず，図－５(a)に示す一層一径間骨組の結果に着目する．図より ,

接合部剛性が大きい場合において，d*は 1.0近傍の値を取っており，

適切な結果を示していることがわかる．一方，接合部剛性が小さい

場合には若干誤差が大きくなり，一部は 2.1* ≥d となっている．しか

しながら，これらの誤差は安全側であり，また，全体の約 80%が

1.19.0 * ≤≤ d であることから，本算定手法は大略適切な横移動量が

算定可能であるものと考えられる． 

 次に図－５(b)に示す二層一径間骨組の結果に着目する．図より，

一層一径間骨組と比較して接合部剛性が小さい部分での誤差が大き

くなっていることがわかる．二層一径間骨組は一層一径間骨組に比

べ骨組全体の剛性が低いことから，本算定手法は骨組および接合部

の剛性が低い場合に若干誤差が大きくなる傾向を示すことが推察さ

れる．しかしながら，これらの誤差は一層一径間骨組の場合と同様

安全側となっている．また，一層目では全体の 93%，二層目で  

も 80%は 2.1* ≤d であり，極端に大きな値とはなっていない．なお，接合部剛性が大きな部分については，

一層一径間骨組と同様に d*は 1.0近傍に分布しており，適切な結果を示している． 

5．まとめ 

 本算定手法は骨組および接合部の剛性が低い場合に若干誤差を大きく示す傾向にある．しかしながら，そ

れらの誤差は安全側であり，また，多くの場合の誤差は安全側に 10%程度である．これより，本算定手法は

接合部に実 M−θr曲線を適用した場合においても半剛結鋼骨組の横移動量を適切に評価可能と考えられる． 
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図－４ M−θr曲線の一例 

図－３ 解析に用いた骨組 

(a) 一層一径間骨組 

(b) 二層一径間骨組 

図－５ 数値解析結果 

WR=14.6 kN/m 
WF=39.42 kN/m 
PR=13.36 kN 
PF=26.72 kN 
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